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土地利用調整関連条例の一部改正に対する 

パブリック・コメント手続の実施結果について 
 
 
 
１．意見募集期間 

   令和元年５月 13日（月）から６月 12日（水）まで 
 
 
２．意見の提出者数と意見件数 

   提出者数 34 人   意見件数 242 件（重複意見含む） 
 
 
３．提出方法 

   直接持ち込み 
・市政情報コーナー １人 

・行政センター    11 人 

   郵送        ７人 

   ファクシミリ    12 人 

電子メール     ３人 

 
 
４．提出された意見の概要及び市の考え方 

 
 
（１）「開発許可等の基準及び手続きに関する条例」等について 
 

No. 意見の概要 件数 市の考え方 

１ 同一事業者、先行開発許可の完了公告

後１年以内の場合は、全体として一体的

な土地利用行為として扱うとしている

が、これでは開発事業者に開発申請毎に

事業者名を変えれば、１年を経過すれば

新たな開発許可の対象になることが可

能と言っているものではないか。一体的

な土地利用行為の不適用条件を提示し

ていることになり、分割開発を促進する

改正になってしまう懸念が強い。無秩序

な市街地形成にとどまらず劣悪な宅地

開発、社会公益のマイナスを防止するた

めの条例改正とするなら、その目的・趣

旨を真に実現する内容とすべし。基準逃

れを黙認する（お墨付きを与えるよう

な）改正であってはならない。 

１ 現条例では、開発許可の完了公告後で

あれば、１年経たずに開発行為を行った

場合でも一体的な土地利用行為として

扱っていません。無秩序な市街地の形成

を防ぐため、横須賀市でも意図的事業者

による分割開発を行う可能性について

は検討しましたが、土地所有者の憲法第

29 条における財産権の保護の観点と公

共の福祉のバランスを勘案し、同一事業

者かつ完了公告後１年という期限を条

件としました。そのため、基準を見直す

ことが、基準逃れを黙認することにつな

がるとは考えていません。 

２ これまでも市内に横行し、市議会でも

問題とされてきた、同一の所有者等によ

る開発予定地を１期２期と細分化する 

25 前項の回答趣旨と同じ。そのため、規

制の意義がなくなってしまうとは考え

ていません。 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

 ことにより、予定地全体面積に対する厳

しい開発許可基準を免れようとする脱

法行為が、完了公告後１年経てばできて

しまうのはおかしい。これまでも期間を

置いた細切開発が多かったので殆ど規

制の意義がなくなってしまう。 

  

３ 行為者が異なると、適用されないので

は、ダミー会社や、転売による脱法行為

が横行してしまう。 

25 前項の回答趣旨と同じ。 

４ 同一の所有者等による、連続した開発

行為が成される場合には、１回目ないし

２回目の申請時に、両者を総合評価し

て、その合計面積に応じた厳しい方の開

発許可基準を適用するという規定を置

くべきである。 

25 各々の開発行為は独立していると考

えます。土地所有者の憲法第 29 条にお

ける財産権の保護の観点も鑑み、その規

定は置かず、同一事業者かつ完了公告後

１年という期限を条件としました。 

５ 平成 25 年の横須賀市開発審査会の裁

決も、２回目の開発申請の時には、全体

面積を基にした基準としなければ、許可

することはできないとはっきり判断し

ているが、この規定を設けることによっ

て、それを後退させるものにならない

か。 

25 平成 25 年の当該裁決の中では、２回

目の開発申請時に、あらかじめ確定して

いた全体計画に基づくものと判断でき

る場合に許可を行うことは許されない

と思料するとされました。そのため、今

回の同一事業者かつ完了公告後１年の

規定を設けることは、後退するものでは

ないと考えます。 
６ 完了後１年間のみ一体的土地利用行

為の規定を適用するというのも期間も

短すぎる。鎌倉市では２年間としてお

り、それよりも後退したものとなってお

り、規定を設けるのであれば、適用期間

をもっと長くすべきである。 

25 県内の処分庁を見ると、鎌倉市は、確

かに完了後２年の規定を設けています

が、他の処分庁はその多くが完了後１

年、その他が完了後期間なしとなってい

ます。横須賀市では、土地所有者の憲法

第 29 条における財産権の保護の観点と

公共の福祉のバランスを勘案し、同一事

業者かつ１年という期限を規定としま

した。 
７  適用除外規定は、内容がすでに土地利

用調整審議会には提出されているのに、

なぜパブリックコメントでは、その規定

を明らかにしないのか。開発許可等の基

準及び手続きに関する条例に設けるの

か、都市計画法等施行取扱規則に設ける

のかも明らかでない。 

25 パブリックコメントでは、市民の皆さ

まに対して簡潔に説明することで分か

りやすくするため、規定を文言で出して

いません。開発許可等の基準及び手続き

に関する条例に設けるのか、都市計画法

等施行取扱規則に設けるか等について

は、検討します。 
８ 適用除外規定については、土地利用調

整審議会に提出された案のとおりとす

ると、現状より緩和されたものとなり、

乱開発を招くので、設けるべきではな

い。 
 

25 都市計画法上４ｍの道路に接してい

なければ 1000 ㎡以上の開発行為ができ

ませんが、建築基準法第 42 条第２項道

路を４ｍの道路（建築基準法上は４ｍ）

とみなし、全体計画を示したうえで、

3000 ㎡未満までは今回の同一事業者か 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

   つ１年という期限の規定を除外し、現条

例の規定のままとするものです。 
よって現状より緩和されるものでは

なく、乱開発を招くものではないと考え

ています。 
９ 例えば１期 2998 ㎡、１年空いて２期

2998 ㎡、１年空いて３期 2998 ㎡、１年

空いて４期 2998 ㎡と、1ha 以上の大開発

が、４ｍ未満の接続道路で可能となって

しまわないのか、このような不当な結果

を防ぐ必要もある。 

25 １ha 以上の大規模な開発行為が各々

１年の期間をあけることで可能となり

ますが、各々の開発行為は独立している

と考えます。土地所有者の憲法第 29 条

における財産権の保護の観点も鑑み、同

一事業者かつ完了公告後１年という期

限を限度として規定しました。 
10 行為者は取引銀行と共に中期（５年程

度）の開発計画を明らかにし、横須賀市

に参考記録として提出しなければなら

ない。 
上記は一例です。銀行・証券会社を関

与させてほしい。 

１ 銀行・証券会社からの図面等の情報提

供は、個人情報の保護に関する法律第 23

条により第三者提供の制限があり、条例

で開示請求する等はできないため、銀

行・証券会社を関与させることはできな

いと考えています。 
11 小さくコマ切にされた宅地に建てた

住宅、売れると、又小さく区切った宅地、

売れると又、横須賀の山の美しさはだい

なし。イメージダウンだと思います。 

１ 小さく区切られた宅地等が開発行為

によって造成されないよう、開発許可等

の基準及び手続きに関する条例に一戸

建ての住宅の敷地面積の最低限度等の

規定を定めています。 

12 条例として、明瞭な別解釈ができるも

のは、条例の根底がくずれている。分割

造成開発が可能となり乱開発が起こり、

住環境が悪化する。 

１ 同一事業者かつ完了公告後１年とい

う期限を限度として規定しましたので、

明確な別解釈ができ、条例の根底がくず

れるとは考えていません。 

13 私が 22 年住んでいる地域の西側に隣

接して開発が行われる許可申請が事業

者によりなされようとしており、それと

並行して、横須賀市では前の開発許可の

完了公告後１年で次の隣接する開発行

為を別の開発とみなす条例改正案が市

議会に提出されようとしております。 
これまで、開発許可要件が厳しくなる

3000 ㎡を超えない範囲での開発行為を

繰返すことで結果的に 3000 ㎡を超える

開発行為を達成している細切開発が市

内で横行している現実があり、これが脱

法行為であることは明らかであります。

本条例改正案は結果的にそのような細

切開発を追認するものであり、良好な宅

地水準を確保するという都市計画法の

開発許可制度の趣旨に反し無効である

と考えます。 

１ 現条例では、開発許可の完了公告後で

あれば、１年経たずに開発行為を行った

場合でも一体的な土地利用行為として

扱っていませんので、１年を置かず引き

続き開発が行えています。 
今回の条例改正では、そのような開発

を抑制するため、同一事業者かつ完了公

告後１年という期限を限度として規定

しました。そのため、都市計画法の開発

許可制度の趣旨に反して無効であると

は考えていません。 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

14 分割開発を規制する条例を、分割申請

を可能にして、小規模の宅造に分割して

いくことを可能にして、分割開発の誘導

促進になっていく。例、道路巾６ｍが

（3000 ㎡以上）を 1500 ㎡と２分割し４

ｍ巾道路が可能になり、悪い環境の開発

地域となる。 

２ 今回の条例改正は、分割開発の抑制の

ため行うものであって、開発区域の環境

が悪化するとは考えていません。開発区

域面積に対する道路幅員要件について

はご記載のとおりですが、開発区域の面

積によらず、区域内に建設する建物の用

途や規模によっての接道要件等の規制

もあり、悪い環境の開発地域になってし

まうとは考えていません。 
15 安全な周辺住民の日常の暮らしが奪

われます。狭い道路ができ、多数の車が

出入りし、交通事故の増加が起こり、住

民の安全な暮らしを危険なものにしま

す。 

２ 区域内に新設する道路の最低幅員は

４ｍです。過去に行われた大規模な開発

行為においても、４ｍの道路は多く存在

します。その幅員により住民の安全な暮

らしが著しく危険なものになるとは考

えていません。 

16 分割開発により、道路巾の減少、公園

設置不用、減少、雨水調整池の不用、減

容量と、完了公告後わずか１年で、小規

模のままで大規模の住宅が恒久的に造

られ、災害にも弱い、低いレベルのまち

づくりが、多くの場所でつくられ、被害

の起り易い住宅街ができ、被害した住民

が多くの出費をすることになるでしょ

う。 

２ 雨水調整池は、面積規定が平成 31 年

４月より撤廃になりましたので、分割開

発の有無に関わらず検討しなくてはな

らない事項となっています。公園につい

ても周辺既存公園の整備状況を勘案し

整備します。 
このことが災害に弱い街づくりにな

り、直ちに被害の発生につながるとは考

えていません。 

17 土地利用基本条例の趣旨に全く反し

ます。 

２ 今回の条例改正は、分割開発の抑制の

ため行うものであって、「秩序と魅力あ

るまちづくりの推進」という条例の趣旨

に反するとは考えていません。 

18 開発業者を援助する恩典となるもの

です。 

２ 今回の条例改正は、分割開発の抑制の

ため行うものであって、開発事業者を援

助するものとは考えていません。 

19 鎌倉市と逗子市は小規模連鎖開発に

対し事業規模に見合った公共施設を設

置する条例改定を検討しているのと対

照的に横須賀市は悪い方に向いている。

今迄の環境をこれ以上悪化させないで

ほしい。 

２ 両市に聴取した結果、そういったこと

は承知していないとのことでした。今回

の条例改正は、分割開発の抑制のため行

うものであって、環境を悪化させるもの

ではないと考えています。 

20 現地は良好な樹林地でした。生物多様

性や地球温暖化抑制の効果を考えれば、

緑地を残す開発指導も必要と思います。

法適用逃れは、健全な都市環境と言えま

せん。 
 

１ 本市では、適正な土地利用の調整に関

する条例第７条の「傾斜地における緑地

の確保等」及び第 21条の「緑化」で開発

区域内の緑地・緑化について規定をさだ

め、健全な都市環境の形成に努めていま

す。 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

21 明らさまで意図的だと推認されるよ

うな３千㎡にほんの僅かに満たない区

画毎での細切れ分割開発を繰返す行為

について、只の１年過ぎたからとして、

もはや一体的な土地利用行為ではない

として、整備要件を免かれさせることに

なる今回の改正案には驚くばかりです。 
この改正案自体が、まさに開発許可制

度の趣旨と理念にそぐわない無秩序な

市街化を形成・誘導する可能性を高めて

しまう。 
市がこのような動きをとり、結果的に

改悪を企図するのは適切な行政の働き

とは逆行し大きな問題があるのではな

いでしょうか。 

１ 現条例では、開発許可の完了公告後で

あれば、１年経たずに開発行為を行った

場合でも一体的な土地利用行為として 
して扱っていませんので、１年を置かず

引き続き開発が行えています。 
今回の条例改正では、そのような開発

を抑制するため、同一事業者かつ完了公

告後１年という期限を限度として規定

しました。そのため、開発許可制度の趣

旨と理念にそぐわない無秩序な市街化

を形成・誘発するとは考えていません。 

22 宅地開発を行うにあたり小規模開発

を繰り返し行うことで道路・公園・防火

水槽その他の良好な住宅環境と住民生

活の維持に必要な設備が不十分な宅地

が造成・販売されることを防止すること

が目的の条例改正と理解しています。 
上記のような、いわば不良宅地という

べき住宅地は横須賀市内の随所に見る

ことができます。これは条例の目指すべ

き精神を蔑ろにする分割開発を阻止す

べき法的根拠に欠ける法整備状況にあ

り、それをよいことに分割開発が市内各

所で行われてきたためと考えます。 
その結果、市内の宅地は増加し、開発

の行われた宅地地域そのものは広く小

綺麗に整えられているものの、当該街区

に侵入するには幅員の狭く曲がりくね

った道路を通行する必要がある、といっ

た地域が出来上がることとなります。こ

のような宅地は開発直後の販売は好調

だとしても日常生活に小さくない支障

を来すことから、当該街区の宅地として

の価値、ひいては地域全体の居住地とし

ての価値を押し下げることになります。

これは横須賀市としての魅力を色褪せ

させるものであり、長期的視点を持つな

らば厳に戒めるべき事態であることは

明白です。 
条例改正にあたり、前述のような不良

宅地造成を未然に防止するために必要 

１ (１)同一事業者及び(３)完了公告後

１年以内については、憲法第 29 条にお

ける財産権の保護の観点と公共の福祉

のバランスを勘案したものです。また、

ただし書きについては、以下の理由から

現状より緩和されるものではなく、乱開

発を招くものではないため、削除するこ

とはできないと考えています。 
都市計画法上４ｍの道路に接してい

なければ 1000 ㎡以上の開発行為ができ

ませんが、建築基準法第 42 条第２項道

路を４ｍの道路（建築基準法上は４ｍ）

とみなし、全体計画を示したうえで、

3000 ㎡未満までは今回の同一事業者か

つ１年という期限の規定を除外し、現条

例の規定のままとするものです。 

しかし、すべての建築物の検査済証交

付後であれば次の開発行為に着手でき

るという取り扱いの場合には、意図的な

単なる区画や用途の変更をするなど、条

例改正の目指す趣旨から離反するよう

な弊害が判明したことから、（３）におい

て一体的な土地利用行為として扱うこ

ととなる「すべての建築物の検査済証交

付前に」の規定については、削除するこ

ととします。 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

 な要件が整備されていることを期待す

るものです。これを踏まえると、改正内

容に記載の条件は条例の精神を順守で

きるとは言い難いと言わざるを得ませ

ん。 

(１)同一の事業者が 

(２)一団の土地において 

(３)先行した開発許可の完了公告後１

年以内、又はすべての建築物の検査

証交付前に 

(４)先行した開発許可と、後発となる開

発許可の計画の間に 

「公共施設の延伸若しくは共用」又は

「造成範囲の重複」が行われる 

(別)やむを得ず開発区域を分割して利

用する 

前述したような「狭隘道路を通過しな

いと到達できない大型宅地」の造成を法

の趣旨にそぐわないとして却下するこ

とを目的とするならば、以下の修正が必

要と考えます。 

まず(１)の要件は適切ではありませ

ん。現に複数事業者が開発を行うことで

当該地域全体としては大型宅地である

にもかかわらず、事業者単位ではより小

さな開発認可が適用されるケースが見

られます。法の精神に照らすならば、本

条件は不当行為を後押しするだけの条

件となります。また、(３)についても同

じであり、開発期間を空けるだけで上記

の「複数事業者での開発」すら不要とす

る条件となっています。さらに、ただし

書きされている「やむを得ず開発区域を

分割して云々」の項目については本条例

の制定意義を根本から覆す記述がされ

ております。「やむを得ず」の５文字でい

かなる開発案件の許可も可能とする本

記述は条例制定の精神を根本から否定

するものとしかいうことができません。 
上記の通り、パブリックコメントにて

提示された要件(１)、(３)およびただし

書きは条例の趣旨を骨抜きにするもの

であるため、削除すべきと考えます。つ

いては、条件の(２)および(４)のみを採

用し、以下要件に改めるようご判断くだ

さい。 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

 (１)一団の土地において 

(２)先行した開発許可と、後発となる開

発許可の計画の間に 

「公共施設の延伸若しくは共用」又は

「造成範囲の重複」が行われる 
 以上。 

  

23 業者に対する恩典とも考えられます。

又、不正を許すことを推奨するようなも

ので結果として地域に悪い環境を醸成

し、禍根を残す無秩序な条例改正に反

対、条例をつくる以上、内容が一本化し

ない、抜け道利用が可能なものは、条例

とは言えない。 

１ 今回の条例改正は、分割開発の抑制の

ため行うものであって、業者に対する恩

典となるとは考えていません。また、土

地所有者の憲法第 29 条における財産権

の保護の観点と公共の福祉のバランス

を勘案し、今回の条例改正に至っていま

す。 

24 開発許可等の基準及び手続きに関す

る条例について 
「土地利用調整関連条例」が目指す 
①優れた都市景観の形成 
②良好な生活環境の維持 
③個性豊かで活力に満ちた地域社会の

実現 
を第一義に、地域の特性を過度にクロー

ズアップせず、今迄住んでいる人、これ

からこの地域に住もうとしている人が

安心して住めるために必要な条例の管

理を切に希望します。 

１ ご意見を参考に条例の改正等を進め

ます。 

25 開発行為の完了後に連続して（先行し

た開発許可の完了公告後１年以内）行う

開発行為を、一体的な土地利用行為とし

て扱うことについて 
開発行為の完了によって、完了公告が

なされた場合その行為は完結するのが、

都市計画法の規定であり、その後に、新

たな開発行為がなされるとしても、二つ

の行為を一体的とみなして、一つの開発

行為として扱うことは都市計画法上で

きないし、条例で定めることもできな

い。 
なぜならば、都市計画法は、完了公告

をもって、開発行為は完結するとし「開

発許可の基準及び手続きに関する条例」

第１条（目的）は、「この条例は、・・都

市計画法第３章・・・の許可に係る基準

及び手続きその他・・・許可事務の透明

性の向上及び適正化を図り、もって良好

な・・・寄与することを目的とする。」と 

１ 開発行為の完了によって、完了公告が

なされた場合その行為は完結すること

が、都市計画法で規定されていますが、

一体的な土地利用行為として扱うこと

を条例等で強化してはならないことを

規定していない為、条例で強化規定とし

て定めることは可能であると考えてい

ます。 
 条例の目的に関しても、都市計画法

第３章及び法第 65 条第１項の許可に係

る基準及び手続きその他必要な事項を

定める・・・ ですので、「許可に係る基

準及び手続き」と「その他」の必要な事

項という解釈で「一体的な土地利用行

為」を検討しており、条例１条の目的に

違背し、自己矛盾を生じるとは考えてい

ません。 
 なお、改正にあたっては透明性や適正

化が阻害されないよう考慮します。 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

 宣言しているのであるから、この条例で

定めることができるのは、第３章の許可

に係る基準の透明性の向上や適正化の

為に、都市計画法の定めを補完する事項

に限定される。 
故に、都市計画法に定められている目

的・文言・定義・概念等は、条例にその

まま引き継がれて、その範囲内におい

て、これを変えることなく透明性の向上

や、手続きの適正化を図る条例を制定す

る限りにおいて、条例には適法性があ

り、これに新たな目的・文言。定義・概

念等（一体的な土地利用行為）を持ち込

むことは、条例一条の目的に違背し、自

己矛盾を生じるからできないのである。 
尚、都市計画法の規定にない、「一体的

な土地利用行為」という、新たな概念に

よって、事務の透明性や適正化は起き

ず、むしろ不透明な概念が条例に持ち込

まれることによって、透明性や適正化は

阻害される。 
そもそも、横須賀市は、現行条例にあ

っても既に「一体的な土地利用行為」の

基準を定め、違法な規制をしているが、

社会情勢の変化や住民の要望、議会から

の課題に対応するために改正を予定し

たと云うが、基本法である都市計画法が

改正されていない事実からは、社会情勢

の変化による、条例の改正理由はない。 

  

26 住民の要望については、議会に請願が

出された事実があるが、この請願を詳細

に検討した結果によると、請願者は都市

計画法等の基本法に基づかず、主に横須

賀市条例によって事態を分析し、自己の

利益のために条例の改正を望んでいる

にすぎず、請願根拠は希薄である。 
議会からの課題に対応する為、条例を

制定することは必要であるが、これとて

も、当然ではあるが、法令に違反しない

範囲でしか条例は制定できないのであ

るから、都市計画法を補完する条例の性

質上から、都市計画法を潜脱して「一体

的な土地利用行為」を規制する条例は制

定できないことに変わりはない。 
又、現基準の運用を継続することは、

開発許可制度の趣旨にそぐわない無秩 

１ 憲法に定められている公共の福祉と

のバランスを勘案し、同一事業者かつ１

年という期限を設けて、一体的な土地利

用行為を規定しています。 

都市計画法で「一体的な土地利用行為

として扱うことを条例等で強化しては

ならないこと」を規定していない為、法

令に違反しない範囲で条例を策定して

おり、今回の条例改正で無秩序な市街地

を形成する恐れに対し、より効果が出る

と考えています。 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

 序な市街地を形成する恐れがあるため、

とも云うが。 
もし仮に、ここに云う、「現基準の運用

を継続することは・・・無秩序な市街地

を形成する恐れがある」と認識するな

ら、横須賀市が都市計画法を潜脱した条

例によって規制していた行為は、まった

く効果がなかったことになり、このよう

な条例は速やかに廃止するべきである。 
既に効果がないと判明している、「一

体的な土地利用行為」の対象範囲を拡げ

たとしても、「無秩序な市街地を形成す

るおそれ」は解決できない。 
なぜならば、開発行為の完了公告後１

年の期間を空けて、隣接地に開発行為を

行う事を条例は容認すると言っている

のであるから、結局、二つの開発行為は

実施されて住宅等の用地に供され、一年

の遅れはあるが合法的に市街地は形成

され、規制したはずの「無秩序な市街地」

が結果として合法的に出現し、規制の実

質的な効果は発揮されない。 
つまり、周辺住民にとって何ら益する

事がない規制であり、請願者の意向にも

沿うものでない、一方において、このよ

うな規制は、事業者に経済的不利益を及

ぼし、ついては、市経済の発展にとって

も害があって利がないのであり、条例制

定の根拠は崩れ去ったと言える。 
このような事態が予見される今、既に

土地所有権に対する侵害程度の高い条

例を、これ以上強化したとしても、現行

条例によって市街地の形成を制御でき

ないと市が認識する実態、条例を改正し

ても市街地の形成を制御できない実態

は変わらないこと等を考慮すれば、当該

条例を改正することに意義はなく、むし

ろ当該条例は廃止し、都市計画法の基本

に立ち返って開発行為を公正・公明に審

査し、行政事務の負担低減及び事業者の

障害除去に資するべきであると思考す

る。 
そもそも、条例の制定理由は「許可事務

の透明性の向上及び適正化」にあり、「無

秩序な市街地の形成のおそれの防止」に

はないのであるから、条例の目的は虚偽 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

 であり、見せかけに過ぎず、都市計画法

を隠れ蓑に使う便宜上のものであると

知れる、真の目的は都市計画法を潜脱し

た「一体的土地利用行為」の規制にあっ

たのである。 
また、開発行為を、連続して行うと無秩

序な市街地となり、その期間を１年空け

て開発行為を行うと、秩序ある市街地と

なる合理的理由は無く、このような規制

を行う意味はないので、条例の改正には

正当な理由はない。 

  

27 今回の条例改正の趣旨は住民、市民の

要望を汲んだものと理解し高く評価し

ますが以下の点についてさらに検討を

していただきたいと考えます。 

完了公告後１年以内と有りますが根

拠はどこにありますでしょうか？ 
趣旨にある様に、「開発区域面積を超

えない範囲で、開発行為を分割して繰り

返すことを規制する」とありますがこの

ような脱法行為に時間をかけ「公共施設

の整備」を促すことが必要と思われます

が、今回の条例で１年と定めることによ

って行政の役割を自ら締め付けてしま

うことになると思います。少なくとも３

年くらいとして時間をかけて開発業者

を指導してはいかがでしょうか？ 

１ 完了公告後１年以内の根拠は、土地所

有者の憲法第 29 条における財産権の保

護の観点と公共の福祉のバランスを勘

案した結果です。 
県内他市の運用等も鑑み、３年は先述

した勘案のとおり規定することはでき

ないと考えています。 

28 「ただし、本市の地域的特性により・・・

一体的な土地利用行為として扱いませ

ん」とありますが、これはもともとの条

例に存在したものでしょうか？ 
そうであれば、このような開発業者側

に立った特例扱いこそが問題であり、こ

の部分の記載を削除するような改正を

同時におこなうべきと考えます。 

１ 「ただし、本市の地域的特性により・・・

一体的な土地利用行為として扱いませ

ん」は、今回の改正で新たに追加した条

文です。 
ただし書きについては、以下の理由か

ら削除することはできないと考えてい

ます。 
都市計画法上４ｍの道路に接してい

なければ 1000 ㎡以上の開発行為ができ

ませんが、建築基準法第 42 条第２項道

路を４ｍの道路（建築基準法上は４ｍ）

とみなし、全体計画を示したうえで、

3000 ㎡未満までは今回の同一事業者か

つ１年という期限の規定を除外し、現条

例の規定のままとするものです。 

よって現状より緩和されるものでは

なく、開発業者側に立ったものとは考え

ていません。 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

29 パブリック・コメントの意見募集の趣

旨で「分割開発を規制する。」、改正の内

容の【理由】で「現基準の運用を継続す

ることは、開発許可制度の趣旨にそぐわ

ない無秩序な市街地形成する恐れがあ

るため」と説明しているが、この一部改

正で、一括開発の基準逃れができること

になり、事業者を分割開発に誘導し促進

することになり、規制ではなく緩和する

ための改正なのは明らかである。 

１ 
 

今回の条例改正では、現基準による分

割開発を抑制するため、土地所有者の憲

法第 29 条における財産権の保護の観点

と公共の福祉のバランスを勘案し、同一

事業者かつ完了公告後１年という期限

を限度として規定しています。 
そのため、分割開発を誘導し促進する

とは考えていません。 

30 前の開発行為の完了公告後、次の開発

行為を許可できるとする開発指導課の

現基準とは、どの法・条例に基づくもの

なのか？明らかにしてもらいたい。 

１ 最高裁平成５年９月 10 日第二小法廷

判決（平成３年（行ツ）第 46 号におい

て、「都市計画法第 36条の検査済証を交

付した場合において、同法第 29 条の許

可の取り消しはできない」としており、

現条例では、検査済証交付等から次の開

発許可までの期間は定めていませんで

した。 
31 「地域特性による配慮規定案」を同時に

改定する案にもかかわらず、その改定内

容はパブリック・コメントではほとんど

説明されておらず、意見を出しようがな

い。都市計画法施行令で４ｍ未満の幅員

の接続道路の開発は、1000 ㎡未満しか認

められていない。3000 ㎡未満の開発を３

回に工区分けし、個々の許可申請で許可

できるとする脱法行為にお墨付きを与

える法律破りの事業者への配慮規定な

どはあってはならない。 

平成 25 年の馬堀三丁目開発の裁決書

でも、「全体の開発区域の面積に応じた

幅員の道路（この場合４ｍ以上）に接続

し、法に基づく基準に適合する開発行為

が課せられることを切に希望する。」と

裁決しています。 

さらに、４ｍ未満の道路では消防車な

ど救急車両の通行が困難であり、その接

続道路の周辺に暮らす住民の安全を無

視し、横須賀市土地利用基本条例に違反

する配慮規定案など無用です。 

１ 配慮規定は以下の理由から削除する

ことはできないと考えています。 
都市計画法上４ｍの道路に接してい

なければ 1000 ㎡以上の開発行為ができ

ませんが、建築基準法第 42 条第２項道

路を４ｍの道路（建築基準法上は４ｍ）

とみなし、全体計画を示したうえで、

3000 ㎡未満までは今回の同一事業者か

つ１年という期限の規定を除外し、現条

例の規定のままとするものです。よって

現状より緩和されるものではありませ

ん。 
3000 ㎡を一体で開発する意思がある

者が、法で分割開発をせざるを得ない場

合、あくまでも合計面積に応じた基準の

適用をもって整備することに対する配

慮規定です。そのような者にさらに条例

で１年の期限を規定することは過度の

負担をかけることと考えます。 

なお、配慮規定の適用に伴う開発行為

の期間短縮等により、周辺に暮らす住民

の安全が著しく危惧されるとは考えて

いません。 
32 分割開発には以下の問題があり、「秩

序ある魅力あるまちづくり」はできな

い。開発指導課は、事業者のために分割

開発による脱法行為を条例改正で適法

化するのではなく、市民に軸足を置いて 

１ 下記により、今回の改正で「分割開発」

を促すのではなく、「秩序ある魅力ある

安心安全なまちづくり」を目指します。 

・期間等について 

現基準による分割開発を抑制するた 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

 安心安全な街づくりを念頭に置くべき

である。 
・完了公告後わずか１年で別の開発とし

て許可できる条例改定案は規制にな

らず、一括して開発するのを阻害し、

逆に分割開発へ誘導し促進する。 
・公園もない、雨水調整池・消防水利の

公共設備が不十分な基準で許可を受

け、許可より大きな規模の宅地造成が

可能にし、本来の基準に適合しない無

秩序で魅力のない災害に弱い住宅地

を造る事になる。如何なものか？ 
・分割開発を認める条例改定は、横須賀

市が定める「開発許可条例の基準」、

「開発行為の手続き中の接続道路基

準」を市・自らが破ることになる。 
・接続道路周辺の住民の平穏な安全な生

活環境を奪う。 
・ダミー会社や、関連会社へ転売で、

規制から逃れる脱法行為の対応策も必

要。 

 め、土地所有者の憲法第 29 条における

財産権の保護の観点と公共の福祉のバ

ランスを勘案し、同一事業者かつ完了公

告後１年という期限を限度として規定

しています。 

・公共施設整備等について 

3000 ㎡未満の場合、公園設置の義務は

ありません。しかし、雨水調整池は、面

積規定が平成 31 年４月より撤廃になり

ましたので、分割開発の有無に関わらず

検討しなくてはならない事項となって

います。また、消防水利に関しても、消

防に必要な水利が十分でない場合は、開

発区域面積に関わらず消防水利未設置

を認めていません。そのため、無秩序で

魅力のない災害に弱い住宅地を造るこ

とにつながるとは考えていません。 

・脱法対策等について 

現規則の第２条の14第５号において、

行為者の同一性について、単なる同一事

業者ではなく、役員や代表者、血族等に

よって同一と認める対策をしています。 

33  市はなぜ「都市計画法施行令」、「土地

利用基本条例」などに反しても、市民の

安心安全な生活を奪う分割開発を条例

改正でお墨付きを与えたいのか？社会

問題の人口減少の改善には繋がらな

い！ 

１ 条例改正のため、分割開発にお墨付き

を与えるなどと云う、法や条例、基準等

に反することは有りません。また、今回

の改正が、周辺の住民の平穏で安全な生

活環境を奪うとは考えていません。 

34 都市計画法の既存道路との接続基準、

横須賀市土地利用基本条例、開発許可等

の基準及び手続きに関する条例を、分割

して開発すれば免れられる不法な手続

きを条例改正で正当化するなど、あって

はならない！！ 

１ 今回の条例改正で、開発逃れ等の不当

な手続きを条例化し、法や条例、基準等

に反するようなものにするとは考えて

いません。 

35 小規模開発により山が崩され、住宅が

建っていくのを見て、大雨の時の雨水は

どうなるのか心配する近隣住民の声を

聞くことがあった。この一部改正の細部

開発は安心して生活する道路や下水路

の確保ができるのか疑問である。 

１ 雨水調整池は、面積規定が平成 31 年

４月より撤廃になりましたので、分割開

発の有無に関わらず検討しなくてはな

らない事項となっています。引き続き、

基準に則った指導を行って参ります。 
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（２）その他 

 

No. 意見の概要 件数 市の考え方 

36 結論ありきのパブリックコメントで

は無意味、真に市民の声を聴く手段へ見

直すべきです。 

１ ご意見については、内容精査のうえ、

今後の市政への参考とさせていただき

ます。 
37 自然災害や火災発生時などの際に安

全で迅速な対応が可能な道路の整備、子

供や老人が憩える公園の設置など横須

賀市は素晴らしい理念を掲げた条例を

旗印に行政を執行していると確信して

います。この姿勢は市民に感謝されるで

しょう。今後とも刹那的な対処ではな

く、市民一人一人を大切に本来的な観点

からの条例構築を期待しています。 

１ 

38 真に市の重要な政策決定に当たり事

前に内容等を公表し市民に意見を求め

るのであれば、今回は条例の一部改正な

ので、改正の発端となった具体的な事例

や背景を説明すると同時に条例全文（改

正事項含む）も紹介したうえで意見を求

めるべきである。 
今回の極めて抽象的であいまいな表

現の趣旨文では今回の改正が所謂ミニ

開発等によるアクセス道路の基準未達

など劣悪な宅地開発の発生を防止する

ための条例改正になるのかどうか実情

について理解ができない。 
今の形式で意見を求められても市民

には何が問題となっているのか、どの条

項が社会公益や市民の利益と合致しな

くなっているのか理解するのが難しい。

さらに市会議員のレベルではどの分野

にも関心があり条例内容を理解してい

る議員は期待できないのが現実である

ことから、まずはパブリックコメントを

求める市側の現在の方式見直しを求め

たい。 
仮に現在の方式については他市と同

じレベルとするならば、横須賀市が率先

して改革して市民に真に開かれた政策

決定のプロセスを確立すべきである。そ

うした取り組みが他市との差別化要因

となり新たな魅力づくりにつながると

の意識を持って欲しい。 

１ 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

39 今の時代、市民に向き合ってその声を

拾い政策に反映させることで財政予算

の効率化を実現し行政、市民のウィンウ

ィンの関係が成立するのではないか。そ

こに横須賀市の真の持続的発展の基礎

が確立するのではないか。さらに現時点

では意識やレベル向上が一番求められ

る市会議員のレベル向上と市議会改革

が実現すると横須賀市の将来に光がさ

す。 

１ ご意見については、内容精査のうえ、

今後の市政への参考とさせていただき

ます。 

40 日本は先進国の中でも厳密な都市計

画のない国とされている。その不備が自

然災害・各種リスク緊急時への弱点にも

つながっている。財政が厳しくなる中、

持続的発展の重要性が強まる今の時代

に、都市計画法や土地利用基本条例の究

極目標は何かについて改めて認識して

いただきたい。 

１ 

41 浦賀５丁目第２公園は、横須賀市の都

市公園のなかでも景観の良好さで１位

２位を争う公園であります。この公園に

は 30ｍ程の桜並木があり、春には桜のト

ンネルとなり、その上を見上げると吉井

１丁目開発予定地の裏山（一部には、数

本の高木を残して伐採した形跡があり

ます）が新緑に萌え、素晴らしい借景を

提供してくれます。同公園はコモンシテ

ィの住民に最良の憩いの場となってい

るだけでなく、その景観には撮影その他

のロケーションにも十分使える潜在性

があると常日頃思っているところです。 
 吉井１丁目開発行為により裏山の森

林全部が伐採され住宅が建つことにで

もなれば、景観は著しく害され、公園の

価値も半減してしまいます。 
 自然破壊が進んだ神奈川県の中でも

横須賀市は、昔からの自然な海岸や山が

まだ保全されているところであり、それ

らは将来的に観光など人を呼び寄せる

資源になり得る筈です。 
 乱開発を招く条例改正は、横須賀市に

とって自殺行為であり、是非止めるよう

強く要望する次第です。 

１ 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

42 住民の要望である請願について 

請願第３号、請願の趣旨 

[１]請願に至る経過 

「同じ行為者による連続した一体的な

開発行為であり云々」と云うが、都市計

画法では、開発行為が完了公告を受けた

瞬間その行為は完結するのであり、その

後に土地利用行為が行われたとしても

都市計画法では、同じ行為者であるかに

係らず、これを連続した、若しくは、一

体的な開発行為として扱う規定は存在

していない。 

 然るに、横須賀市は、都市計画法等の

それぞれの関係法令によって審査され

るべき行為を、「開発許可等の基準及び

手続きに関する条例（以後手続き条例と

いう）」第２条（開発行為）、第２条の２

（開発区域）、第２条の３（一体的な土地

利用行為区域）を定め、同条例第１条（目

的）において示した「都市計画法第３章

及び法第 65 条第１項の許可に係る基準

及び手続きその他必要な事項を定める

ことにより、許可事務の透明性の向上及

び適正化を図り、云々」を逸脱した、許

可事務の透明性の向上や適正化とは全

く関係しない、都市計画法等と整合しな

い条例を構築し、違法な規制をしていた

が、請願者はさらに強化を求めている。 

 又、「特定建築行為等に係る手続き及

び紛争の調整に関する条例」（以後調整

条例という）第１条において、「開発行

為、大規模建築物の建築その他の周辺環

境に影響を及ぼすおそれのある土地利

用に関し、・・・紛争を解決するための調

整手続きに関し必要な事項を定め

る・・・」、第２条（対象行為）、第３条

（定義）等を定めているが。 

 第１条の目的によれば、この条例は、

「周辺環境に影響を及ぼすおそれのあ

る土地利用に関し、紛争が発生した場合

に、その紛争を解決するための手続きに

関して定めた」条例であると読める（解

釈できる）。 

 だが、この条例の内実は、第３条（定

義）、（５）紛争、によると、日照、通風、

採光の阻害、テレビジョン電波受信障 

１ 請願内容と関係法令等との整合性及

び今回の条例改正の是非について、ご意

見をいただきました。 
今回の改正内容に関する部分につい

ては、参考とさせていただきます。 
また、今回の改正内容以外の条例の是

非については、今後の条例改正の際に参

考とさせていただきます。 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

 害、工事による騒音、振動により日常生

活に影響を及ぼされる近隣住民及び周

辺住民と行為者若しくは工事請負人と

の紛争をいう。とされ、１条の目的であ

った「周辺環境に影響を及ぼす土地利用

に関する紛争」が消滅し、「日常生活に影

響を及ぼす」に変更されている。 

 とすれば、第１条の文言は、「・・・近

隣住民及び周辺住民の日常生活（周辺環

境ではない）に影響を及ぼす第３条の紛

争を解決するための手続きに・・・」で

なければならないが、（「日常生活」と「周

辺環境」では全く別の概念に属してい

る）これを、同一の概念として扱う条例

はもはや機能不全状態であり、条例の信

頼性は根本的に無く廃止されるべきで

ある。 

 第５条（市の債務）、２．によると、市

は特定建築行為等に伴って生ずる紛争

を未然に防止するように努めるととも

に、紛争が生じたときは、迅速かつ適正

に調整するようにつとめなければなら

ないとし、調整までが市の責務とされ、

解決は責務とされていないが、第 25 条

（あっせん）によると、４．市長（市で

はない）は、紛争の当事者間をあっせん

し、及び双方の主張の要点を確認し、紛

争が公正に解決するようつとめなけれ

ばならない。とも云うが、「あっせん」と

は、当事者間をとりもつことであり、５

条２項の「調整」と比較するとほぼ変わ

るところがない概念であり、重複した規

定を市と市長に対し定めているにすぎ

ず、両条文は、調整整理しなければなら

ない。又、「紛争が公正に解決する」とも

いうが、公正とは基準が明確である場合

に、基準との一致性を比較して判断され

るものであり、25条にはその基準が定め

られていないので公正の判断はできな

い、だが、実務的には「紛争が円満に解

決すれば」良いのであり、「公正」まで求

める必要はなく、用語の選択に合理性が

なく市の言語力が問われる。又、関連条

例として、第６条（行為者の責務）、第７ 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

 条（近隣住民及び周辺住民の責務）が規

定され、いずれも、「紛争が生じたとき

は、相手の立場を尊重し、互譲の精神を

もって解決するよう努めなければなら

ない。」とされているが、紛争が生じる理

由は、相手の立場を尊重せず互譲の精神

を持たないからであり、このような努力

目標を掲げるだけの条文は何の効果も

ないことは明らかであり、解決は期待で

きず、事務手続きの増大による弊害要因

となるだけである。 

 紛争に対して、市は５条の「調整」を

するのか、１条の「解決」をするのか、

その基本的方針に揺らぎや混同がある

本条例では、解釈にあたって実務上きわ

めて深刻な紛争の発生が予見され、条例

内部の文言の調整が急務であると想定

される。 

 尚、第 25条の「あっせん」とは、当事

者間をとりもつことであり、５条の「調

整」と比較するとほぼ変わるところがな

い概念であり、重複した規定を市と市長

に対し定めている両条文は、調整整理し

なければ混乱の原因となり、当事者を惑

わすおそれが高い。 

 結局、紛争解決に有効に対処できる規

定は「調整条例」には存在せず、目的外

の事項が大部分を占める極めて不適切

な条例となっている。 

 請願人は、手続き条例や調整条例をも

とに、「一体的な開発行為」であるという

が、上記のとおり、本来別箇な行為であ

ると都市計画法等によって確定してい

る行為を、条例によってその定義を歪曲

した上で規制を付加することは違法で

あり、請願人の「一体的な開発行為」で

あると云う主張には法的な根拠が無い

のである。 

 更に、「調整条例」が第２条（対象行為）

で、「周辺環境に影響を及ぼすおそれが

ある」行為を対象とする、「周辺環境」と

は、どの範囲であるのか（請願人の居住

地を含むのか）、「及ぼすおそれ」とは、 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

 どの程度の影響を及ぼすとおそれがあ

るのか（請願人の居住地に及ぶのか）、

「周辺環境に十分に配慮することを要

する行為」とは、第２条各号に該当する

と直ちに適用を受けるのか、仮に、適用

を受けるとすると、前各号の行為につい

て法の許可を受け、行為に着手した後

に、条例第 22 条、23 条の事態に至った

場合、法が容認する行為を条例で停止・

禁止することとなり、法体系上異例な展

開となり条例の違法性が高くなる他、

「配慮することを要する行為」とは、具

体的に周辺環境の何について配慮しな

ければならないのか明確でないまま規

制が先行している。 

 これらの、法と条例の不整合事項、条

例の不明確性等を認識しないで、請願人

は、 

[２]住民の行政への不信、１．吉井１丁

目開発・第Ⅱ期の条例違反、２．第Ⅲ期

の連続した一体的な開発に対する疑問、

３．浦賀地区地区計画案から決定に至る

不可解な変更。[３]吉井１丁目開発・第

Ⅲ期計画が許可された場合の影響、１．

浦賀地区地区計画の住環境破壊がさら

に進みます・・・ 閑静な住環境が長期

期間に亘り破壊されます。２．開発完了

後の想定。において、自家用車が 30台出

入りするので、交通混雑、事故などのト

ラブルが起こる、消防車、ゴミ収集車の

通行が容易でなく防災面、公共サービス

からも問題がある、請願人の居住する地

区を見下ろす高台に住宅が立ち並び、

「緑豊かで潤いがある良好な住環境」

「緑に囲まれた景観」は一変します。等

と云うが。 

 地区計画の住環境「破壊がさらに進

む」と云う考え方は、被害感情がある考

え方によるものであり、実際には周辺環

境が変化するとみるべきであり、住環境

が破壊されるものではない、なぜなら、

切り土による騒音・砂塵の流入、道路の

車両通行による影響等は、請願人の居住 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

 する地域に与える程度は、それぞれの規

制法によって適正な規制を受けるので

あり、住環境に変化を与えることがある

としても、破壊すると云えるほど高いと

は想定されない。 

 車両が30台出入りするので交通混雑、

事故が想定されると云うが、これらの車

両は１度に通行しないので混雑を想定

する必要はない、また 30 台程度の車両

が、存在しても、事故が発生するとする

統計上の根拠はなく、事実、請願人の居

住する地域の周辺においても、そのよう

な事実は起こっていない。 

 消防車ゴミ収集車の通行が容易でな

いとしても、請願人の生活上において特

に支障があるわけでなく、市内にはこの

ような状況の地域は無数にあり、それぞ

れ適切に対処している事実があり、問題

とはならない。 

 高台に住宅が立ち並ぶことを問題視

しているが、このような事例は既に市内

に多数あり、これに依って問題が発生し

ている訳では無く、請願者特有の被害感

情による意見に過ぎず規制をするべき

理由とはならない。 

「緑豊かで潤いがある良好な住環境」な

いし「緑に囲まれた景観」が一変します。

というが、環境・景観が未来永劫変化し

ないと云うことは古今東西ないし、又、

そのような事例もないのが実状であり、

これを請願者の利益のために所有者の

権利を制限し、強制的に実現するため

に、開発許可をしないように求める請願

は法の保護に価しないので、これを条例

によって実現容認してはならない。 

 

請願第６号、請願の趣旨 

[１]吉井１丁目開発の全容 

１．行為者による土地購入 

  行為者は7300㎡の土地を購入した。 

２．３回に分割して許可申請し、現時点

では 4300 ㎡の開発がされた。 
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No. 意見の概要 件数 市の考え方 

 ３．予想される（分割される）開発行為

の合計面積は 7300 ㎡となる。 

[２]請願理由 

１．横須賀市土地利用調整関連条例を遵

守していない為。 

  ①横須賀市土地利用基本条例（土地

利用の原則）第３条に沿わない。 

  ＜第３条 規定抜粋＞ 

 「(１)平穏な市民生活に影響を及ぼさ

ないよう、次に掲げる本市の地域

特性を十分に踏まえた最大限の

考慮を行わなければならない。」 

 「(１)イ 低層建築物を中心とした住

宅市街地が周辺の緑と調和した

良好な住環境を形成しているこ

と。」 

上記の条例中の文言（最大限の配慮・緑

と調和した・良好な居住空間等）は、理

念ないし概念を表したものであってそ

の文言は抽象的であり、解釈の範囲は広

い。従って、この理念・概念が直ちに実

現されることを約していると解釈する

ことはできない。請願人はこの理論を無

視して、条例を遵守していないという

が、そもそも、直ちに遵守すべきことを

求められていない基準であって、いつ

か、到達できるかもしれない理想の基準

である。 

  

43 ホームページ表紙には「土地利用調整

関連条例の一部改正について」とありま

すが、３枚目の題目には「土地利用関連

条例の一部改正に関する」とあり調整が

抜けていますが何か違いはあるのでし

ょうか？ 

１ ３枚目の題目の土地利用関連条例は、

土地利用調整関連条例の間違いであり、

違いはありません。今後このような脱字

誤謬等が無いよう十分注意してまいり

ます。 

44 このような問題を解決するためには、

トラストや基金などを導入して事業者

の利益に考慮し、住民と双方にとって住

みよいまちづくりに取り組むべきと考

えます。 

１ ご意見については、内容精査のうえ、

今後の市政への参考とさせていただき

ます。 

 


